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1. 背景 

「みんなの SDGs」は、SDGs に関連する社会・経済・環境をめぐる様々な課題や、日本政府の

「SDGs 実施指針」、「SDGs アクションプラン」などに関わる話題を取り上げてセミナー・シン

ポジウムを開催してきました。2016 年に始まった SDGs 達成への道のりは折り返し地点を通過

し、後半戦に入っています。この間、世界と日本における状況は劇的に変化して、貧困や飢餓

の増大、格差・不平等の拡大、気候変動の深刻化、紛争の多発、デジタル技術の拡大等が複雑

に絡み合う複合的な危機の時代に入ったと言われています。SDGs の達成が危ぶまれている一

方、SDGs への分野・セクター横断的な包括的取り組みを活かし発展させることが、複合的な危

機に対処するための重要なアプローチと言えるかもしれません。今回のセミナーでは、ここ１

年ほどの間に刊行された国内外の報告書をもとに、様々な視点から現状を確認し、2030 年に向

かって取り組むべき課題と推進すべき方策について議論します。 

 

2. 開催日時と形式 

日時：2024 年 8 月 19 日（月） 18:30 - 20:30  Microsoft Teams オンラインシンポジウム 

 

3. プログラム 

企画の趣旨（国際的な報告書の概要を含めて）： 藤田雅美氏（みんなの SDGs事務局長） 

 

第一部： SDGs の現状と目標達成に向けた課題（プレゼンテーション） 

1) 地方自治体: 「地方自治体 SDGs 達成度評価 2023」から 

丸山宗祐氏（国連地域開発センター UNCRD）  

2) ビジネス:  「SDGs 進捗レポート 2023」から 

氏家啓一氏（グローバル･コンパクト･ネットワーク･ジャパン（GCNJ） 

3) 市民社会：「SDGs 取組に関する NPO・市民活動団体の全国調査 報告書」から 

新田英理子氏 （SDGs 市民社会ネットワーク） 

 

第二部： 2030 年に向けて推進すべき方策（討論） 

モデレーター：村上 仁氏（国立国際医療研究センター）、新田英理子氏（SDGs 市民社会ネッ

トワーク） 
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開会あいさつ 

 

宮城 皆さま、お待たせしました。こんばんは。みんなの SDGs・SDGs市民社会ネットワー

ク・障害分野 NGO連絡会共催セミナー、『複合的危機に直面する世界と SDGs：2030年までの

折り返し地点における各種報告書をもとに今後の方策を考える』にご参加くださり、ありが

とうございます。本日、司会を務めさせていただきます、国立国際医療研究センターの宮城

と申します。よろしくお願いします。本セミナーは 2部構成となっております。第 1部は 3

名の登壇者からプレゼンテーションしていただき、第 2 部では、この 3 名と共にディスカ

ッションをしていきます。開催に先立ち、参加者の皆さまに字幕と通訳のご案内をさせてい

ただきます。障害分野 NGO連絡会 JANNETの原田さん、よろしくお願いいたします。 

 

原田 本日はよろしくお願いいたします。今、ご案内があったように、本日のセミナーには

手話通訳と字幕をつけています。手話通訳は、今、画面上に見えていると思いますけれども、

必要な方は、ピン留めをしていただきますと、固定をされますので、そのようによろしくお

願いします。画面の上で右クリックをしますと、固定ができます。また、字幕についても画

面上で見えていますが、これも同じくピン留めいただくか、または、画面共有でお示しして

いるように、UD トークというシステムを使って、ブラウザでも見ることができます。この

ご案内については、今、チャットでもお送りさせていただきました。よろしくご確認をお願

いいたします。 

 

宮城 ありがとうございました。その他、3点、お願いとご案内です。1点目、セミナー中

はマイクをミュートにしてご参加ください。2点目、質問やコメントをぜひチャットに投稿

してください。頂戴した内容は第 2部で可能な限り反映させていただきます。3点目、今回、

参加申し込みをしてくださった方に期間限定でアーカイブ配信を予定しております。アー

カイブ配信後は報告書データをこのページに掲載しますので、ぜひご覧ください。アーカイ

ブ配信については、明日以降メールでご案内します。それでは、まず初めにみんなの SDGs

事務局長の藤田より企画の趣旨のご説明をさせていただきます。 
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企画の趣旨（国際的な報告書の概要を含めて） 

 

 

藤田 皆さん、こんばんは。きょうはご参加いただきまして、ありがとうございます。ご登

壇のかたがたがにお話ししていただくのに先立ちまして、今回の企画の背景を、国際的な報

告書の概要も含めて、ご紹介したいと思います。私ども、みんなの SDGsは、主に国際協力

に関わる学会、公的機関、NGOなどの関係者が緩くつながるネットワークとして、年に 3回

か 4回、セミナーを開催してきました。 

 

 このスライド左側にありますように、2019 年までは国の SDGs 実施指針アクションプラ

ン、地方創生、ビジネス、次世代女性、科学技術など、多様なテーマを取り上げてきました。

2020年、コロナ禍になったときに、SDGsと新型コロナシリーズということで、主に国内の

みんなのSDGs・SDGs市民社会ネットワーク・障害分野NGO連絡会共催セミナー

複合的危機に直面する世界とSDGs：
2030年までの折り返し地点における各種報告書をもとに今後の方策を考える

2024.8.19

企画の趣旨（国際的な報告書の概要を含めて）

藤田雅美（みんなのSDGs ）

～２０１９

• SDGs実施指針、アクションプラン

• 地方創生

• ビジネスと人権

• 環境

• 次世代・女性のエンパワーメント

• 科学技術イノベーション

https://www.our-sdgs.org/report.html

２０２1～

• このままでいいの？SDGs～日本の自発的国別レ
ビュー（VNR）から見えること

• SDGsと複合的な危機

• プラネタリーヘルス：気候変動 生物多様性喪失 環境
汚染と健康の連鎖にどう取り組むか

• 「サーキュラーエコノミーと社会的連帯経済」シリーズ

社会・環境・経済（・平和）をまたがる課題に取組み、
解決策を模索

２０２０～２０２２

「SDGs と新型コロナ」 シリーズ

• とり残されがちな人々

• SDGsは役立つのか？：障がい者、LGBT、外国人
の視点から
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取り残されがちな人々の課題にフォーカスをしました。その後、再びスコープを広げること

にしまして、複合的な危機、プラネタリーヘルスを取り上げた後に、今年に入ってから、サ

ーキュラーエコノミーと社会的連帯経済について取り上げています。全体として、社会、環

境、経済、そして平和にまたがる課題と、その解決策について模索をしています。 

 

 今回のタイトルは『2030 年までの折り返し地点における各種報告書をもとに今後の方策

を考える』としました。背景、趣旨ですが、SDGs 達成への道のりが折り返し地点を通過し

た現在、世界は格差、不平等の拡大、飢餓の増大、パンデミック、気候変動の深刻化、紛争

の多発等々、複雑に絡み合う複合的な危機に直面してるといわれています。SDGs の達成が

非常に危ぶまれている一方で、SDGs への分野、セクター横断的な包括的な取り組みが重要

と言われています。これは SDGs が出てきた 2015 年からずっといわれてることですが、現

在直面している複合的な危機に対処するためにも、その重要性がますます高まっていると

考えまして、きょうのセミナーを計画しました。特に、登壇者のかたがたには、この 1年ほ

どの間に刊行された報告書を共有していただくことでさまざまな視点から現状を確認し、

2030 年に向かって何をどのように進めていったらいいのかということに関して議論をした

いと考えています。 

 

複合的危機に直面する世界とSDGs：
2030年までの折り返し地点における各種報告書をもとに今後の方策を考える

• SDGs達成への道のりが折り返し地点を通過した現在、貧困や飢餓の増大、格差・不平等
の拡大、パンデミック、気候変動の深刻化、紛争の多発、デジタル技術の拡大等が複雑に
絡み合う複合的な危機の時代

• SDGsの達成が危ぶまれている一方、SDGsへの分野・セクター横断的な包括的取り組みを
活かし発展させることが、複合的な危機に対処するための重要なアプローチではないか

• ここ１年ほどの間に刊行された国内外の報告書をもとに、様々な視点から現状を確認し、
2030年に向かって取り組むべき課題と推進すべき方策について議論

• 評価可能な約140のターゲットの
うち、半数が望ましい軌道から中
程度または著しく逸脱

• これらのターゲットの30％以上が、
2015年のベースラインから前進
していないか、後退している

https://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainable_development/2030agenda/sdgs_report/
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 背景として、国際的な動向に関して簡単にご紹介したいと思います。国連が『持続可能な

開発目標報告 2023年：特別版』というのを出しています。ここでは、評価可能な約 140の

ターゲットのうち半数が望ましい軌道から中程度もしくは著しく逸脱しているというよう

な状況で、その 30 パーセント以上が 2015 年のベースラインから前進していないか、後退

しているというふうにいわれています。なかなか厳しい状況であるということになります。

この右側の図でいきますと、緑はオントラック、黄色が進んでいるけれども加速しないとな

かなかゴールには達成しない。赤の所がなかなか進んでいない、あるいは後退している、と

いうことなのですが、全体としてなかなか厳しい状況にあるということが見て取れると思

います。 

 

 もう一つ、国連は変革、トランスフォーメーションをテーマにした、持続可能な開発に関

するグローバル・レポート、『GSDR 2023』という報告書をだしています。慶應大学の蟹江さ

んらが執筆メンバーとして作成されました。これは 2019年の報告書の続編ということにな

っています。この報告書は、全体として SDGs達成までの軌道から外れているというだけで

はなくて、食糧安全保障、気候変動対策、生物多様性の保護といった分野では、間違った方

向に進んでいるということを指摘しています。 

監訳：蟹江憲史

仮訳：公益財団法人地球環境戦略研究機関（IGES）

大塚隆志、津高政志、福田美紀、天沼伸恵、

小野田真二、渡部厚志、石岡里美、北村恵以子

https://www.iges.or.jp/jp/pub/gsdr2023-es-j/ja

「持続可能な開発に関するグローバル・レポート（GSDR） 2019」
の続編
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 さらに、パンデミック、生活費の上昇、武力抗争、自然災害を含めた最近の危機は、極度

の貧困の撲滅も含めたいくつかの SDGsに関して、長年積み重ねてきた進捗を帳消しにして

しまっていると指摘しています。これらの危機は、複数の環境的、経済的、社会的要因が絡

み合って引き起こされていることから、SDGs の相互連関、先ほども申し上げたようなゴー

ルとゴールの間のつながり、国際的な波及効果、依存関係といったことを、システム全体と

して考えていくべきであるとあらためて強調しています。 

 

 その具体的な取り組みとして、SDGs の相互連関を生かした変革のための六つのエントリ

ーポイントというものを設定しています。これはちょっと見にくくて恐縮なんですが、一つ

目が「人間のウェルビーイングと能力」、それから「持続可能で公正な経済」、「持続可能な

食糧システムと健康的な栄養パターン」、「エネルギーの脱炭素化とエネルギーへの普遍的

• 2019年以降、課題は増大・激化し、ゼロカーボン技術の展
開など進展みられたものもあるが・・・

• 全体としてSDGs達成までの軌道から大きく外れており、早
急な軌道修正と加速がないと、貧困・不平等・飢餓・疾病・
紛争・災害を引き金に、危機が深刻化・長期化

• 食料安全保障、気候変動対策、生物多様性の保護等は、
世界は依然として間違った方向に進んでいる

• パンデミック、生活費の上昇、武力紛争、自然災害を含む
最近の危機は、極度の貧困の撲滅を含めいくつかのSDGs
の長年の進捗を帳消しにした

• これらの危機は独立した出来事ではなく、複数の環境的・
経済的・社会的要因によって絡み合う

• SDGsの相互連関、国際的な波及効果や依存関係がシス
テム全体として考慮されるべき
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なアクセス」、「都市および都市周辺部の開発」、最後に「地球環境コモンズ」と、六つのエ

ントリーポイントを設定して、ゴールの間も相乗作用をつくっていこうと提案しています。 

 

 これらの一つ一つのエントリーポイントが実質的で持続可能な変革につながっていくた

めには、左側の緑の線にあるような「新たな持続可能なシステム」、例えば、再生可能エネ

ルギーの発展過程を萌芽期、加速期、安定期に区分して、各フェーズに合った対策を立て、

プロアクティブにやっていかないといけないということを言っています。これと並行して、

上の赤い線で表されている「持続不可能な現在支配的なシステム」、例えば、化石燃料のエ

ネルギーの衰退過程を不安定期、限界期、廃止期に区分して、こちらに関しても、各フェー

ズに合った対策をしっかりと準備をして実施していかないといけないとしています。 

 この二つがうまくタイミングが合う形で進み相乗作用を生み出したときに初めて、大き

な持続可能な変革が可能になるのではないかというようなことを言っています。これまで

の歴史のなかには、広がったかに見えたものがしぼんでしまったり、あるいは全体としてう

まくいかなくなって新しいシステムが失敗してしまったりというようなことがあったので、

そうした経験から教訓を学び取り、各国、各地域、各サブジェクトの実情に合ったものをつ

くっていくことを提唱しているかと思います。 
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 もう一つ、OECDが「SDGsターゲットまでの距離を測る」という報告書を出していまして、

日本に関しても取り上げています。日本はおおむね多くのターゲットは達成している、ある

いは達成に近づいているけれども、その一方で、下のほうにあるように、日本が国境を越え

て与える影響というのは小さいということを指摘しています。とりわけ政府開発援助は目

標の 0.7 パーセントの 3 分の 1 にすぎないし、送金の高コストはいろんな可能性を制限し

ている。また、人々の国を越えた移動に関しても、十分な秩序ある安全な責任ある移動を促

進することが求められていますが、日本は十分に対応できていないということを指摘して

います。 

 

 このようなことを背景にして、きょうはお三方からお話をしていただいた上で、第 2部で

2030 に向けて推進すべき方策を議論するという流れになっています。ちょっと長くなりま

したが、第 1部のほうに移っていただければと思います。どうぞよろしくお願いします。 

⚫ 日本は、基本的ニーズと、2030アジェンダで言及されている政策手段や枠組みの実施に関するほとんどの目標をすで
に達成しているか、達成に近づいている。

⚫ 女性とマイノリティの機会不平等について努力が必要。
◼ ジェンダー平等を促進するための法的枠組みを改善する余地があり（目標5.1および5.3）
◼ 女性は、無償の介護や家事の大部分を担っており（目標5.4）
◼ 公的・経済的な分野での割合は低く（目標5.5）
◼ 国会の議席に占める女性の割合は10％程度である
◼ 教育の成果（目標4.5）については、社会経済的・性別的グループ間で大きな格差があり
◼ 人種的・民族的マイノリティ（目標10.3）は、10人に6人しか日本が住みやすい国だと考えていない。
◼ 中央政府の労働力の多様性に関するスコアは低く、包括的意思決定に関するターゲット16.7の達成は程遠い。

⚫ 日本が国境を越えて与える影響はかなり小さい。開発のための資金フローの面では、政府開発援助は目標0.7％の3分の
1に過ぎず（目標17.2）、送金の高コストがその可能性を制限している（目標10.c）。貿易の流れの面では、後発開発途上国
や途上国に対する免税措置に関して、日本はOECD加盟国の中で3分の1以下の水準にある。

⚫ 人の移動に関しては、秩序ある、安全な、定期的で責任ある移動を促進するための要件を部分的にしか満たしていない
（ターゲット10.7）。

複合的危機に直面する世界とSDGs：
2030年までの折り返し地点における各種報告書をもとに今後の方策を考える

第一部： SDGsの現状と目標達成に向けた課題
1) 地方自治体: 「地方自治体SDGs達成度評価2023」から

丸山宗祐氏 （国連地域開発センター UNCRD）

2) ビジネス:  「SDGs進捗レポート 2023」から
氏家啓一氏 （グローバル コンパクト ネットワーク ジャパン（GCNJ）

3) 市民社会：「SDGs取組に関するNPO・市民活動団体の全国調査 報告書」から
新田英理子氏 （SDGs市民社会ネットワーク）

第二部： 2030年に向けて推進すべき方策
モデレーター： 村上 仁氏（国立国際医療研究センター）、

新田英理子氏（SDGs市民社会ネットワーク）

閉会挨拶： 原田潔氏（障害分野NGO連絡会 JANNET）
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第一部： SDGsの現状と目標達成に向けた課題（プレゼンテーション） 

 

宮城 ありがとうございます。それでは、早速、第 1部を始めます。『地方自治体の視点か

ら SDGsの現状と目標に達成に向けた課題 「地方自治体 SDGs評価達成度 2023」から』とい

うタイトルで、国際連合地域開発センターの丸山宗祐様にご講演いただきます。丸山様、よ

ろしくお願いいたします。 

 

 

丸山 国際連合地域開発センターの丸山と申します。本日はどうぞよろしくお願いします。

私からは地方自治体という観点からお話をさせていただければと思います。 



11 

 

では、まず簡単に私どもの国際連合地域開発センターの紹介です。国際連合地域開発センタ

ー、よく UNCRD とアルファベットの頭文字を取って呼ばれております。1971 年に愛知県に

設立されて、今、この中部地方では唯一の国連機関ということで、地域開発を主にターゲッ

トとして活動しておる組織です。UNCRD は国際連合の中でも SDGs を所管しております国連

本部の経済社会局、UNDESA という部署の直轄の組織であり、そこと直接連携をしながら日

本ないしはアジア、世界各国の SDGsの推進を支援しています。 
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 こちらは昨年度の国連総会、ハイレベルウイークに合わせて開催された SDGsサミットの

内容です。その中で事務総長のグテーレスが「今日、目標のわずか 15パーセントしか SDGs

は軌道に乗っておらず、多くは逆行しています。」「“誰一人取り残さない”どころか SDGsそ

のものを置き去りにするリスクを冒しています。」というふうに言及をしています。また、

この状況を打破するためには、「SDGs はグローバルな救済計画を必要としている。」と発言

をしています。 

 SDGsサミットに合わせまして、SDGsアクション・ウイークエンドというものがありまし

た。そこで、UNCRDの職員が登壇し、私どもが作りました『Halfway to 2030』というレポ

ートを紹介させていただきました。写真の中の画面に映っている女性が UNCRD の職員です。 

 

次に、『持続可能な開発に関するグローバル・レポート 2023』を見ますと、ご覧いただけ

ますとおり、ほとんどが軌道に乗っていない状況です。よくいわれるのが 3Cといいまして、

COVD19、conflict、climate change、というのが困難になっている、障壁になっていると、

いわれています。 
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 最近、出されましたレポートで、SDSNが出した『Sustainable Development Report 2024』

というものがあります。この中でも 169のターゲットについて、全世界で見ても 16パーセ

ントぐらいしか達成ができずに、残りの 84パーセントは難しい状況であると言われていま

す。その中でも、達成ペースは国のグループによって大きく異なるということで、北欧諸国

がリードしている一方で、貧困国やディスアドバンテージのある国は、なかなか大きく遅れ

を取って難しい状況であるとされています。そのような状況の中で、SDGs の達成に関して

は長期的な資金の投資が課題であると言及されています。さらに、もう一つは SDGsそもそ

もが世界的な目標ですので、グローバルな協力が必要不可欠であるともいわれています。 
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 次に、こちらがそのレポートの中で発表されている日本の順位です。167カ国中、日本は

2024年には 18位ということで、右側にグラフで示しましたが、棒グラフがスコア、折れ線

グラフが順位の変動、経年の変動です。2017年の 11位をトップにして、そこからは右肩下

がりでありました。その中で COVID-19であったり、いろいろ課題があったと思うんですが、

2024年に関しては少しだけランクアップして 18位という結果が出ています。 

 

こちらが、その中でレポートで発表されている世界の平均と日本のゴールの達成度です。

おおむね世界平均よりは日本は、達成できてるかなという印象ですけれども、ジェンダーの

ゴールの 5であったり、気候変動関係の 12、13は世界に比べても遅れを取っていて、課題

が残るかなというふうに、グラフからも読み取れるかと思います。 
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 こちらが日本の各ゴールの進捗のダッシュボードです。この中では、このまま何もせずに

行けば、ゴール 9だけしか達成できないといわれています。 

 



16 

その中で、私どもの活動として行っております、自治体 SDGsモニタリング研究会という

ものがあります。2020 年から活動を開始しておりまして、UNCRDが中心となりながら、自治

体・民間企業と連携しながら運営をしています。メンバーは、自治体が豊田市、名古屋市、

蒲郡市、民間企業は、ESRI ジャパン、TOPPAN、大日本ダイヤコンサルトにご協力をいただ

いています。活動の内容としては、自治体による地域の課題、実際に取り組みをした中で、

今の立ち位置としてどれぐらい達成しているのかというものを、分かりやすく情報発信す

るためのツールを開発するために研究会です。 

 

 モニタリングの流れとしては、まず既存のオープンデータ化されているデータを収集し

ながら、研究会が作った評価ツールを用いて評価し、そこから出た結果をダッシュボードや

自治体の VLR という形で発信をしていく支援をするという形で提供しています。モニタリ

ングツール開発の背景としては、現在日本では 91.6 パーセントぐらいの SDGs の認知度が

あるといわれていて、世界的に見てもかなり高い数値ではあります。これは政府が力を入れ

て、政府、民間企業、自治体が広めていった結果かなと思いますし、随分、浸透して、行動

規範になりつつあるかなというふうには感じています。 
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 2023 年までに 182 都市が SDGs 未来都市に指定されていますし、2022 年の調査では 6 割

近く、直近では 7 割、8 割弱ぐらいの自治体が SDGs の推進に取り組んでいると調査では回

答しています。一方で、取り組みはしているんですが、その取り組みがどれほど各地域の持

続可能性や SDGsの進捗に寄与しているのかは、数値で示すものがなく不明確だと、私ども

も感じていましたし、そういう声をいただいたりをしておりました。そのような背景の中で、

一度データを整理して、各地域がそれぞれ客観的に取り組みや現状を把握して、それを今後

に生かすために共通のツール・測定方法が必要であろうということでモニタリングツール

を開発しています。 

➔
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 モニタリングツール、地方自治体 SDGs達成度評価指標と呼んでいますが、これを作るに

当たっては、まず 17 のゴール 169のターゲットから自治体に関係する、自治体で対処が可

能なターゲットをその中から抽出をし、それに合ったデータを紐付けて収集し、基準化して

達成度を評価するというプロセスを取っています。 
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こちらが少し細かいですが、各ターゲットにどのような指標を紐付けたかというもので

す。一つの指標で複数のターゲットというパターンもありますけれども、ほとんどの指標が

何らかに紐付けられていることがお分かりいただけると思います。 

 

 この指標を用いて二つレポートを作成しています。一つがこちらの『地方自治体 SDGｓ達

成度評価 DATABOOK』というもので、47都道府県と 1741市区町村の SDGsに関するゴールに

対する達成度をそれぞれ全ての自治体に対して数値で明らかにしているものです。ゴール

別や、似た地域の違いも比較していただけるかと思います。 
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 こちらが日本全体の状況です。白い四角が 2015 年の状況、色が付いているのが 2023 年

の状況です。約半数のゴールが 70 から 80 パーセントぐらいの達成度となっています。一

方で冒頭に申し上げましたとおり、ゴールの 5や環境関係の 12、13に関しては、まだまだ

課題が残ると、この図からも読めるかと思います。また、ゴールの 7や 17に関してはかな

り伸びが大きく、7に関しては再生可能エネルギーをかなり自治体、国が力を入れて導入し

たという点と、17 に関しては自治体が、民間企業等とパートナー関係を結ぶ取組を行った

りした点で、数値が向上したと考えています。 
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 次が都道府県別の達成状況です。都道府県別に見ますと、結構ばらつきがあるもの、ない

ものがありますが、例えば、4の質の高い教育ですとか、6のトイレに関しては、ほとんど

が緑ということは、ほとんどの都道府県で高く達成されていると読み取れます。一方で、ゴ

ールの 9を見ますと、東北、北海道に関してはちょっとオレンジ色なので、達成度がまだ低

いということです。他方で、都心部や愛知県含めたこの辺りの地方に関しては緑が多いので、

かなり達成度が高く、これに関しては、地域格差がかなりあるゴールだということがわかり

ます。 
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 こちらが今度は市区町村の状況です。市区町村まで見ますと、都道府県よりもさらにばら

つきが大きいという傾向があります。低い所から高い所まで差が大きいので、その分、中央

値を取っても全国平均や都道府県の中央値よりも低くなる、小さくなる傾向があります。例

えば、ゴールの 2や 7、9、12を見ますと、薄く平べったく横に長いという図になっていま

す。なので、9ですと、100パーセント近く達成している所もあれば、10パーセントに近い

所もあるという状況で、市区町村間で差があるように、ここから読み取れると思います。ま

た、ゴールの 1 や 16 は、大きく山が二つありますので、こちらもできる所、できない所、

できている所、できてない所の差が、それぞれ地域間で大きいように考えています。 

 

 『地方自治体 SDGｓ達成度評価 DATABOOK』の中で各市区町村、都道府県のデータが見るこ

とができます。、サンプルで愛知県豊田市のデータを掲載しています。豊田市に関しては、

SDGsパートナー制度や、認証制度を設けているので、ゴールの 17に関しては、かなり進捗

もいいですし、達成度も高いです。かつ、再生可能エネルギーの活用促進によって、7に関

しても進捗がいいという結果が出ています。一方で、ゴールの 16を見ますと、進捗に関し

てはマイナスを表しています。これは児童虐待件数の増加というのが一つ、トリガーとなっ

て今回は下がっているという結果が出ています。 
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 もう一つの出版物が、『2023年までの道筋：地方自体 SDGs達成評価 2023』です。慶應大

学の蟹江先生と、当時、法政大学にいらっしゃった川久保先生に監修、助言をいただきまし

て、UNCRDが中心となって発行したレポートです。こちらは UNCRDのホームページからダウ

ンロードいただけますので、ぜひ検索してご覧いただければと思います。 
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 最後に私からは、今後の持続可能な開発のために課題と感じていることをお話しさせて

いただきます。一つ目がデータを基に地域の課題を分析するということです。、先ほども申

し上げましたとおり、取り組みに関してはかなり自治体、企業が進められていると思います。

この上半期の取り組みを、いま一度データに基づいて振り返って分析をした上で、どこに課

題があるのかというのを特定するのが大事ではないかと思っています。また、分析をするに

当たって、オープンデータをベースにしていくことから、持っているデータを公表していく

ことも大事だと思っています。 

 二つ目がまだ変化の起きていないターゲットに着目するということです。既に達成度の

高い、例えばゴールの 9や 8についてはもちろんですが、達成度の低いゴールについては、

なおさら変化の起きてないターゲットにもう一度、目を向けて、改善の可能性がないのか、

必要性がないのかいうところを検討することが必要だと思います。 

 もう一つが広域的かつ横断的なパートナーシップを築くということで、こちらも先ほど、

冒頭で藤田様がおっしゃっていましたけれども、多様なセクター間をまたいで、それぞれ長

所を生かして短所を補いながらパートナーシップを基に取り組みを進めていく必要がある

と思います。目標年まで残り 6年を切っていますので、一層パートナーシップを掛け算、相

乗効果で複数のゴール達成に向かって、活動・取り組みができるといいと思います。上半期、

自治体の中ではパートナー制度やプラットフォームを作って、官民でパートナーシップ、関

係性づくりまでは進められたと思っています。下半期に関しては、それらの取り組み、枠組

みをより有効に活用して、もう一歩進んだ具体的な実効性のある取り組みが展開できると

良いと思います。 

 気候危機、気候変動と生物多様性のリスクに関しましては、大変、暑い日が今も続いてい

ますが、これは地球規模の要因とされる分野ではありますが、何も対策をしなければこのま

ま悪化をしていくのが目に見えております。国連事務総長も「もはや地球は安全な状況では

ない」と、申しております。先進的な取り組みをしている国や地域を参考にしながら、少し

でも取り組みを進めていくことが必要だと思います。 

 あとは最後に、下半期は自らの地域を超えてということで、SDGs は国際的な世界的な目

標ですので、全世界が助け合って解決していくべき重要な目標だと思っています。まだ

COVID-19 のダメージから立ち直れていない国もありますし、紛争している国もあります。

けれども、自分たちの地域の課題だけでなく、外にも目を向け、それぞれが手と手を取って

取り組みを進めていくことに一層期待したいと考えています。私からの発表は以上です。ご

清聴ありがとうございました。 
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宮城 丸山様、ありがとうございました。続きまして、ビジネスの視点から『複合的危機に

直面する世界と SDGs2030年までの折り返し地点における各種報告書をもとに今後の方向を

考える』というタイトルで、グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパンの氏家啓一

様より、お話しいただきます。氏家様、よろしくお願いいたします。 

 

氏家 ありがとうございます。皆さん、こんにちは。グローバル・コンパクト・ネットワー

ク・ジャパンの氏家でございます。 

 

このタイトルはまさにこのセミナーのタイトルそのものですけれども、私たちは SDGsの後

半戦に向けた、このセミナーはハーフタイムの作戦会議だと思っています。 
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私たちの共通認識は冒頭、藤田さんからも、それから丸山さんからもありました。国連の

SDGsレポートでは、SDGsの達成の軌道に乗っているものはわずか 15から 17パーセントで

あるということです。今年は来月に国連未来サミットがあります。まさにそこでは SDGsを

再び軌道に乗せるための議論がなされます。SDGs を放棄するのではなく、努力を 2 倍にす

るべきだというグローバル協定が実現してほしいと思う次第です。 

 私からは日本企業の SDGsの進捗について報告しなければなりませんけれども、まずはグ

ローバルで最近どんな発言があったのかを共有したいと思います。グテーレス事務総長が

先月、7 月 25 日にある記者会見に応じています。分断された世界をもしまとめるものが一

つあるとすれば、それは全員が暑いと感じているということだと伝えました。そして、気候

変動に対して四つの行動を要請しました。最も脆弱な立場にある人々を保護すること。労働

者の保護を強化すること、データと科学を用いて経済と社会のレジリエンスを高めること。

そして、猛烈な台風や干ばつ、森林火災、海面上昇など、多くの破壊的な症状が気候変動に

より起こっているということ。これらの原因となる、いわば化石燃料への依存から人類が脱

却することであると。 

 また、今年 3月には国連事務次長補で、国連グローバル・コンパクトの CEOのサンダ・オ

ジャンボが来日しました。そのときのメディアインタビューで話されていたことですが、

SDGsの進捗が乏しいけれども、企業が最も進めることができる分野に取り組んでほしいと。

それはジェンダー平等、気候変動、労働者の生活賃金、水のレジリエンス、そして SDGsフ

ァイナンス投資であると言いました。SDGs の後半戦に向かうに当たって、国連サミットで

採択された、SDGｓの原文を初心に帰って、もう一度、見ておきたいと思います。 

➢          SDGs                                    

                    SDGs             ―― 5       

…               /  GC CEO         2024 3 22  

➢ SDG                    17%                        
   3   1                                         
                                               
                

…            2024 2024 6 28  

➢ If there is one thing that unites our divided world, it’s thatwe’re all increasingly feeling
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…                                            2024 7 25  
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 日本語訳は外務省のサイトに載っているのですけれども、マニアックでないとなかなか

読まれません。本文の中で、ビジネスに関係して私が大切だと思うところは、パラグラフ 4

とパラグラフ 67です。パラグラフ 4では、誰一人、取り残さないためには「最も遅れてる

ところに第一に手を伸ばすべき努力をする」とあります。 

 

そして次にパラグラフ 67、こちらは民間企業活動について二つの段落があります。前半で

は企業が環境や社会の課題を解決するために、イノベーションを発揮する事業に取り組む

こと。そして、後半では企業はビジネスと人権に関する指導原則と ILO労働基準の順守する

ことを求めています。 

    SDGs   ~            
           2030      United Nations A/RES/70/1 
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 企業は SDGsの推進者でもあり、同時に環境や社会へ負の影響を与えてしまう原因者とも

なり得る両面を持っています。だからこそ、前後半はセットであり、片方だけでは駄目、良

いことをしているからといって、他の害をオフセット（相殺）はできないということ。経団

連は 2017年、早くも企業行動憲章を改定して、この二つの点を反映させました。パラグラ

フ 67に関連して、ジョン・ラギーは 2016年、早々と警告をしています。企業が人権リスク

の対応よりもビジネスの機会を SDGsを通して優先しがちで、都合の良いものだけをいいと

こ取りしないようにと。根源には人権尊重の取り組み自体が極めて積極的でポジティブな

アクションなものであるということです。 

 

 以上を前提にしまして、グローバル・コンパクト・ネットワーク・ジャパンの 2023年に

発行した「SDGs 進捗レポート」のお話をしたいと思います。これはグローバル・コンパク

       DD  SDGs               
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ト参加の日本企業に対して、SDGsの取り組み状況を 2016年から GCNJと IGES（地球環境戦

略研究機関）が共同して毎年、調査した分析結果の報告書です。当初は SDGs の認知度、社

内浸透度の調査でしたが、2020 年には認知度が経営陣で 9 割、また社内周知の活動も 7 割

以上の企業が行っているという結果となり、2021 年の調査からは、取り組みの内容と質の

調査に移行しました。 

 ご紹介する報告書は、調査期間が実は一昨年の秋のものであり、回答数は GCNJに当時参

加の会員数の半数強 54パーセントに回答いただきました。国連グローバル・コンパクト本

部では、2020年に SDGsの戦略を立てました。SDGsのゴールを分類し、企業が主導して取り

組むプライオリティーの高いゴールというものがセットされました。SDGs ゴール 5 番（ジ

ェンダー平等）、そして 8番（人権、働きがい）、そして 13番（ネットゼロいわゆる気候変

動）、16番（腐敗防止、公平な慣行）です。それに日本企業が、より多く選択して取り組ん

でるゴール 12（作る責任、使う責任）、いわゆる持続可能な消費と生産を加え、レポートで

は五つのゴールに対しての取り組みを調査しています。 

 これらのゴールについて、取り組むとした企業割合は、ゴール 5番で 77パーセント、ゴ

ール 8番は 86パーセント、ゴール 12は 84パーセント、ゴール 13は 88パーセントといず

れも高く、プライオリティーは高いと言えます。そしてゴール 16 は 57 パーセントと相対

的には低いものの、腐敗防止はコンプライアンスの取り組みの位置付けにあります。SDGsの

取り組み課題を見てみますと、SDGs 進捗の定量的な指標の設定が乏しいことを挙げてくる

企業が多かったです。取り組みのアウトカムである社会価値や企業価値へのインパクト、こ

れを評価する方法がないということですね。先ほどの自治体のツールのお話しにも似てい

ると思いました。 

 また、全体に共通に言えることは、資金、人手、能力、技術のリソースが十分でないこと

が挙げられています。一方それぞれのゴールの取り組みに特徴が見えました。人権の取り組

みでは「ビジネスと人権に関する指導原則」と関わり、2020 年から日本政府でも行動計画

を作って取り組んでいますが、「人権デューデリジェンス」の推進が挙げられており、それ

は自社内だけでなくサプライチェーン、バリューチェーン全体を対象に広げ始めた取り組

みになってるということが分かりました。 

 そしてネットゼロでは、TCFDへの参加など、2050年のネットゼロ方針への公表、移行計

画、削減計画への取り組みと実施報告との一連のひも付けが進んでいるということも分か

りました。 
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これは、調査レポートで取り上げた五つのテーマのサマリーです。この一覧表は、レポート

からの私の意訳ですので、正確には報告書をご覧ください。 

 ジェンダー平等、これは DE＆I などの多様性の取り組みや女性活躍と称したものとは異

なるものです。不平等と差別、ステレオタイプについて徹底的に対応する人権の取り組みで

あるという理解が必要です。国連グローバル・コンパクトと UN Womanが共同で作成した女

性のエンパワーメントの原則（WEPs）がありますが、その参加率は 12 パーセントでした、

参加率を上げる必要があります。 

 WEPs は、ジェンダー平等を経営の核に位置付けて、職場、社内だけでなく、自社のつな

がり、サプライチェーンなどの取引市場や、地域コミュニティーも網羅して、企業が主体と

なって取り組むものです。WEPs につては、内閣府の男女共同参画局で取り扱われており、

また企業が起こすことができる影響力（レバレッジ）の期待として、ビジネスと人権の行動

計画の改訂更新では、取り入れるべき方策であると思っています。 

 そして次に働きがい・人権、今回の調査結果では、ビジネスと人権に関する指導原則の要

求項目のうち、できてる項目数がどのくらいあるのかを調べましたが、平均して全体の 4割

強しかできていないことが分かりました。指導原則が要求する項目が 10 個あるとしたら、

４つしかできていないということで、人権デューデリジェンスの取り組みはまだ道半ばと

いうことになります。最近、発表された WBAのソーシャルベンチマーク調査の結果において

も、指導原則の要求事項全てを満たしているとした企業は回答企業のうちの 6 パーセント

しかいませんでした。 

 またサプライチェーン上流の原材料などの生産現場における強制労働や児童労働の事例

は知られていることですけれども、そればかりでなく、自社のダウンストリーム、下流につ

いては問題が多岐にわたります。例えば、フランチャイズ店における結社の自由が認められ

ているか、製品の廃棄に伴う環境影響はどうか、広告宣伝などの子どもへの影響などという
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ようなものの事例があります。 

 持続可能な消費と生産について、廃棄物のリサイクルだけでなく、プラスチック材の削減、

切り替え、原材料調達、循環型製品の設計、シェアリングサービスなど、いわゆる循環経済

（サーキュラーエコノミー）のビジネスモデルの取り組みが進んでいることが分かりまし

た。そのような取り組み方針を 78.9パーセント、およそ 8割の企業が打ち出していました。

この循環経済は事業の好機として捉えており、多くのビジネスモデルが続々と生まれてく

る分野であろうと感じます。 

 次に気候変動、この調査の対象企業の 7割がすでに 2050年、ネットゼロを宣言していま

した。スコープ 3 の情報開示のためにサプライヤーを巻き込んで働き掛けが始まっている

一方、スコープ 3の把握対象では、ばらつきがありました。興味深いのは、自社が購入する

製品、サービスを把握しているという企業はおよそ 9割がカウントをしてましたけども、販

売した製品の使用に関しては 6割という結果でした。 

 最近、欧州では企業持続可能性デューデリジェンス指令（CSDDD）が発行され、人権デュ

ーデリジェンスと環境デューデリジェンスの両方を義務化されています。そして、この指令

では、企業が 1.5℃を約束して、その移行計画を策定して実行するという義務があるという

ことも付け加えておきたいと思います。欧州の法律ですが、グローバルな取引をしている日

本企業も他山の石ではないということです。 

 腐敗防止についてです、一般的に物事を管理するマネージメントにおいて、うなずけるこ

とですが、調査の結果、贈収賄禁止の方針やルール、規定類の整備はきちんと作って進んで

いるのですけれども、続くアクションが弱いという結果が見られました。実際のリスクの評

価、本社と子会社の連携したリスク評価、是正対応などにはギャップがあるようでした。本

来コンプライアンスの取り組みも社会全体で取り組んでいかなければいけないものなのか

もしれません。 

 

                       
                   

※                          
                          
             

                     
                  

   web    https://www.caa.go.jp/consumers/consumer_oriented_management/ 

2021                          caa.go.jp 
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 ラギーが言った「人権尊重の取り組み自体が、SDGs に対して極めて積極的にポジティブ

なものだ」ということについて、事例に当たるものを取り上げたいと思います。日本政府の

ビジネスと人権に関する行動計画（ナショナルアクションプラン）には、「消費者志向経営

の促進」という方策があります。これは環境的に持続可能でない方法で作られた商品とか、

生産に関わる人々が奴隷的労働や児童労働によって作られた商品を買わないという消費者

のエシカル購入の推進と、企業の消費者志向を促進していくことを、消費者庁がプロモート

するものです。これはゴール 8.7とゴール 12.8とをつなぐものであると言えます。 

 

 また SDGs のゴール 8（ディーセント・ワークの促進）についても政府の行動計画では、

国内外のサプライチェーン上の労働者においても、ディーセント・ワークの追及をしていく

ということが要請されています。 
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この前、田園都市線の車内広告で見つけましたが、「男性の育児休業取得率が上昇すれば

出生率は上がりますか？」という中学校の入試問題です。こういうことを考える機会が中学

の入試問題で出題されたこと自体にうれしく思います。 

 

 さて最後に、企業が SDGsに取り組むこと、企業に未来を託すこと、託されることとはど

うなのかを考えたいと思います。ある資料によりますと、安全と安心との関係は信頼によっ

て成立するとのことです。では、企業が信頼を得るためにはどんな行動が必要なんでしょう

か。AIチャットに聞いてみたところ、この五つが挙がりました。 

 皆さんにもお聞きしたいと思いますがこの中でどの行動が一番、信頼を得るために大切

だと思いますか。ともあれ、信頼があることによって、その企業への安心となり、社会から

未来を預けてもらえることになりましょう。それがサスティナビリティーそのものではな

いかとも思います。社会学において、信頼とは A と B の関係において取引コストを最小化

するものですが、さらに信頼とは相手を無条件に期待できることでもあり、任せられる、信

任できるということにもつながってると思います。私からの報告は以上でございます。ご清

聴ありがとうございました。 

 

https://www.city.kyoto.lg.jp/hokenfukushi/cmsfiles/
contents/0000186/186474/3siryou2.pdf

11
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宮城 氏家様、ありがとうございました。それでは、続きまして、市民社会の視点から、『SDGs

取り組みに関する NPO 市民活動団体の全国調査報告書から』というタイトルで SDGs市民社

会ネットワークの新田英理子様にお話しいただきます。新田さん、よろしくお願いします。 

 

 

新田 SDGs市民社会ネットワークで理事・事務局長をしております新田英理子と申します。

どうぞよろしくお願いいたします。今回、このみんなの SDGsの共催団体としても名前を挙

げさせていただいておりまして、今回、SDGs の取り組みに関する NPO 市民活動団体の全国

調査の報告をさせていただく時間をいただきありがとうございます。それでは早速、中身に

入っていきたいと思います。この調査は全国で初めて、全国の NPO や市民活動団体の SDGs

の取り組みに関する調査でございます。、その問題意識、背景について、１枚目のスライド

に書いております。 

 

     SDGs      NPO 
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SDGs の認知度は先ほど、丸山様もおっしゃられたとおり、世界最高クラスです。日本は

小学校の教育の中にも、SDGs が入れ込まれているということもあって、大変高い認知度だ

というふうに思っています。ただ、先ほど、氏家様のご報告にもありましたし、きょう、ご

参加の皆さまも認知度があるということと、それによって世界が持続可能になり、私たちが

誰一人、取り残されずに安心、安全で暮らせる希望のある社会になっているかって言われる

と、一転、大変強い危機感を持っている。これが実感なのではないかというふうに思ってお

ります。 

 ここでいう NPOについて、先にお断りしておきます。NPOというとボランティア（無償の

奉仕活動）とまだ混同されてしまっているところが多いのがとても難しいなとは思います。

今回使っている NPOは、社会の中で何らか課題を見つけたり、このままではいけないと思っ

ている人たちが個人というよりは、しっかりとした組織をつくって活動をしているという

法人格も持った一つのグループとして、NPOと記載しております。 

 調査の中でも随分と議論をして、市民活動組織と言ったほうがいいのか、NGOと言ったほ

うがいいのか、社会福祉団体というのもあるとか、本当になかなか市民社会組織を表す言葉、

共通の言葉を表す言葉も難しいなということを感じながら、これらをどのように網羅して

SDGs をどのように行っているのかっていう調査をすること自体が困難だったのではないか

と思います。ですので、SDGs がすでに７年もたっている中で、全国的な調査としては、初

めて実施させていただけたということがございます。 

 この調査が目的にしたのは、三つございます。一つは NPOが SDGsの取り組みがどのよう

になっているのかを可視化しようということ。二つ目は、SDGs への認識および、活動にお

いて連携への向き合い方を把握しようということ。三つ目が地域で抱えている課題の可視

化（SDGsの 17目標との紐づけ）です。地域の課題というと、自治体から発信されることも

多いとは思うんですけれども、より課題に近い当事者であったり、その当事者を支援してい

ることも多い NPO の人たちがどのように課題を把握して、それがどのように政策提言に結

び付けることができるのかというところまで探れないか？という期待も寄せていました。

調査自体は 1 カ月強の期間にヒアリングとアンケートをさせていただきました。助成金を

頂きながら進めていますが、このプロジェクトは、3年間を計画しており、まず実態を把握

して、その後どのように行動を進めていけばいいのかというところまで進めていきたいと

思っています。 

 今回は、プロジェクトとしては、そのファーストステップである、実態を把握したものを

皆さまにご紹介させていただくとご理解いただけますと幸いです。チャット欄に報告書の

そのもののダウンロード先もお送りしましたので、もしよろしければ、そちらもダウンロー

ドいただいて見ていただければ幸いです。 
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 では、調査概要の説明をいたします。調査対象を法人格の有無を問わず、公益的な活動を

行う全国の民間非営利活動団体と定義をして進めました。ですので、一般的に国際的に活動

をしていても、日本に拠点があれば、NGOといわれていて、国際活動をしていますっていう

方ももちろん調査の対象に入っていますし、地域の中でまちづくりを行っていますとか、引

きこもりの人たちの学習支援をしていますっていう団体も調査対象に入っています。 

回収数が 1223件で分析対象数が 1,181件という結果になっています。ヒアリングもアンケ

ートに回答した 27の団体を対象に進めました。資料の 4番目に書いてございます地域ユニ

ットについて、少し説明いたします。SDGs 市民社会ネットワークでは専門のテーマを持っ

た 12のユニットの皆さまと共に活動をしています。そのうちの、エリアという意味での地

域に根差して活動しており、SDGs に関心のある団体の皆さまが活動されているのが、地域

ユニットです。調査には、13 団体のメンバーがプロジェクトの委員となりまして、アンケ

ート調査の作成や回収、あと結果について議論をしながら進めてました。 
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 先ほど、法人格を問わずに調査をしたっていうところで、特徴的なのが NPO 法人という法

人格、持っておられる団体は、日本国内に今 5万切るか切らないぐらい法人数があるのです

が、その方たちが 649団体お答えくださっています。全体の 26パーセント 308団体が任意

団体という法人格を持たずに、でも地域の中で個人というよりはグループとか組織で活動

しておられるという方たちが多くご回答いただけたというのは、よりなかなか声にならな

い声を調査として取りまとめることができていると専門委員から評価を得ています。 
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 都道府県別では、東京都、静岡県、大阪府、愛媛県が多く答えていただいているという結

果になっています。東京都は人口も多いので、法人の数も多いということもありますし、グ

ループで活動しておられる方も多いので、回答数が多いっていうことは、神奈川県とか東京

都とか都市部は、多いです。その他、都市部として説明がつかないが数が多いのは、プロジ

ェクトの委員がいる地域であったり、積極的にアンケートに答えてくださいねってお声掛

けくださった地域があったりしたことも、あるかとおもいます。 
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 回答団体の特長のもう一つは、、取り組む事業、活動の範囲ということで、特定の市町村

内で活動しておられているっていうふうに書いてくださった、回答くださった団体が多く

を占めています。海外とか全国っていう団体もおられるんですけれども、多くが特定の市長

村内で活動していることも特徴です。これも、地域に密着した、声になりにくい声を、その

ような団体の声を拾えたということも、一つ特徴ではないかと分析しています。 

 

 アンケートの構成では、いきなり SDGsの質問から入るのではなく、前出のような特徴を

持った団体の皆さんが、普段はどのような活動をしておられて、昨年、一番自分たちが力を

入れた活動が何かを伺いました。それによりますと、子どもの活動をしているっていう方が
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一番多くご回答いただいたという結果になっていて、あとは地域住民、市民全般に対して何

らか活動していますというご回答が多くありました。その他という所もたくさんございま

して、より具体的にこれだけの例を挙げているんですけれども、その選択肢にない部分でも

たくさんの活動をいただいているというのも、市民活動とか NPO がバラエティーに富んで

いるっていうことを表す一つの特徴かなというふうに思ってます。 

 

 主な活動事業で関連すると思う SDGs、ここはいわゆる SDGs の活動にひも付けるとする

と、皆さんの活動はどれにひも付きますかというもので、一番多いのが全ての人の健康と福

祉をというところでゴール 3、2番目が住み続けられるまちづくりをというものでゴール 11

でした。企業の皆さんですとか、自治体の皆さんが直接的には取り組みにくいといわれてい

る貧困をなくす活動ゴール 1、ジェンダー平等ゴール 5，人や国の不平等をなくそうという

ゴール 10の活動も多く回答くださってます。 

               SDGs

9
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 あと、どういうふうに活動してるかというのも聞いておりまして、多くはそういう課題と

か問題がどうなっているかっていうことの普及とか啓発とか情報発信をするという活動だ

ったり、サービス提供、例えば、引きこもりの方の学習支援をしているですとか、外国ルー

ツの方に対して病院に付き添って通訳を刷るですとか、障害者の方たちのデイサービスと

か施設を行っていますというような所もございます。SDGs 市民社会ネットワークは、アド

ボカシーや政策提言が、活動の上位にあることも期待はしておりますが、それに関しては、

今回アンケートに答えてくださった 79団体の方が、アドボカシー政策提言が通常の活動で

あるというご回答をいただいています。 
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 あと、もう一つ SDGs を進めるのは市民社会団体だけではもちろん難しいということは、

皆さまもご承知おきのとおりだと思いますが、NPOがいわゆるどのような方たちと連携した

り活動したりしているかというときに、一番多いのが行政の方たちでした。あとは地域住民

とか NPOと一緒に NPO同士やっていますっていう所も、多くの方がお答えいただいていて、

このアンケートに答えてくださった 1181団体の中で、多くの団体の皆さんが単独で活動し

ているというよりは、多くの連期先を持ちながら活動しておられるということも一つ特徴

になっているなというふうに思っています。 

 

 連携先が複数ですかとか、いくつかたくさんの方と連携してますかっていうことも伺っ

ているんですけれども、そのときに行政とだけ活動していますっていったときに、どういう

中見の連携なのかというところまで少し深掘りしてアンケートを採っておりまして、そう

いう中では委託という NPO の市民活動団体に託していただいている活動と、あと補助金を

受けながらやってますっていうものだったり、給付金とか指定管理とか、そういう形で活動

しているという団体が多いという結果を得ています。これに関しては、より具体的な中身に

ついても回答を得ているので、また、より詳しいことに関してご興味ある方は報告書等を探

っていただければというふうに思います。 

12
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 SDGs 市民社会ネットワークとしては、ぜひ政策提言、アドボカシーにつながっていくと

いうことが SDGsの達成に向けてのアクションとしても重要だなというふうに思っているん

ですけれども、この資料からも見て取れますとおり、連携先が多い団体ほどアドボカシーも

しっかりやっているという団体が割合としては高くて、行政のみと連携しているっていう

中では、なかなか資金提供とかアドボカシーっていうところまで活動をしているというよ

りは、行政のいわゆる事業を自分たちの団体として実施しているっていう形になっている

ので、これも一つ今後のキーワードになっていくのかなというふうに、私どもでは思ってい

るところでございます。 

 

13
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 こういう中で、本日、ぜひ皆さまと市民社会組織の特徴を共有できればというふうに思っ

ている中で、1,181団体の皆さまに回答いただいたアンケートの 56パーセントは、SDGsを

行っていて、残りは、行ってないというふうに回答いただいています。 

 

どういうことが、実際の SDGsでやってますかという質問に対しては、一番多いのは SDGs

に関連したイベントを実施しているというもの。また、SDGs の理解とか共感を組織のミッ

ションやビジョンへ盛り込んだ活動をしているという回答も多くなっています。 

SDGs           
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SDGs       
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 SDGsの取り組みに対する考え方の特長は、SDGsは重要だからという、理念への共感が一

番多い回答になっています。SDGsの「誰一人、取り残さない」という考え方ですとか、「包

接的である」とか、「社会、環境の側面と経済を統合して進めるものだ」という理念は NPO

には一定浸透していることがわかりました。アンケートの中で数字としても表れてきたと

いうふうに思います。 

 

 一方で、課題感についても、多くの興味深い回答を得ています。特徴的な一つの解答は、

SDGs         

17

SDGs            
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SDGs について理解はしているし、分かっているが、表面的な取り組みになりがち。とか、

自分たち自身も社会課題に向かって取り組んでいるんだけれども、グローバルな大きな目

標に対して自分たちがやっているこの学習支援が SDGs達成に貢献しているかとまで言われ

ると自信がない。という回答です。そのほか、自分たちが目の前でやっている活動が、世界

の目標とどのようにつながっているのか見えにくい。SDGs への取り組みを自分たちのホー

ムページに SDGsのマーク貼りつけて表現しているが、実感が伴わないという回答も寄せて

いただいています。 

 

 あと、取り組んでいない理由も聞いています。取り組んでいないと回答した 292 団体の

方。特に理由がないという回答が一番多いのですが、「SDGsの団体の事業、活動のつながり

が分かりにくい」とか、「SDGsに詳しい人がいない」、「SDGsのことをよく知らない」という

回答が続く中に、「その他」に 49団体の方が答えておられます。今、自由回答の分析を進め

ていますが、一つの仮説として「自信がないので取り組んでいない」としている団体が、ヒ

アリングからは得られているということです。今後、SDGs を推進する中で、重要なのは、

「これが SDGsの活動だ」と、仲間である市民社会組織同士が、自信をもって示せるように。

もっと具体的に示していくことだと思います。 
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 最後の報告ですが、SDGs 目標３を一番多く NPO は選んでいます。回答いただいていた目

標 3の所に、実は先ほど丸山さんからもご紹介されておられた自治体の SDGs を議論してい

くときに、AIも使っておられて、自治体の政策も AIを投入しながら進めておられる川久保

先生に、私たちの調査も AIに読み込んでもらいました。 
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団体の回答と、AIの回答にずれがあり、興味深く分析を進めています。 

 

 

資料に、SDGs ゴール 3 だと活動者が思っているものを、抜き出しておりますので、見て

いただければと思います。団体はゴール 3 を選んだけれども、AI がゴール 3 と該当しなか
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ったのは、手話の体験講座とか、要約筆記活動とか、福祉活動として、真ん中の活動だから

ゴール３だと思っていることは、選んでいないのです。また、障害者のデイサービスも AI

は、ゴール 11になっています。地域の中でレジリエンスに活動するものは、ゴール 11に分

類されていることがわかりました。AI と人間の選択に齟齬があることも私たち自身も学び

ながら分析を進めているというところがございます。 

 

 ここから推察できることは、障害者への支援の活動が目標 8とか 10にひも付けられるこ

とも多いのですが、福祉はゴール 3という思い込みも、今後、調整していくと、よりしっか

りと内容として SDGs への貢献が、見せていけるのではないかと考えています。 
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ちょっと長くなりましたが、第 1弾の報告は、以上です。 
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第二部： 2030年に向けて推進すべき方策（討論） 

 

宮城 新田さん、ありがとうございました。それでは、ここから第 2部に移ります。第 2部

はディスカッションになります。モデレーターは引き続き新田さんと国立国際医療研究セ

ンターの村上が務めます。では、よろしくお願いします。 

 

村上 よろしくお願いします。国立国際医療研究センターの村上と申します。先ほど、最後

にプレゼンをされた SDGs市民社会ネットワークの新田さんと共に、このディスカッション

を進めていければと思います。現在、チャットには特に質問とかコメント寄せられておりま

せんけれども、きょう、ご参加いただいた皆さまからの質問、コメントどんどん取り上げて

いきたいので、初めにわれわれのほうで、今回のセミナーの趣旨に沿った質問を三つほど 3

人のパネリストに投げ掛けたいと思いますが、そういった質疑応答をやってる間に、皆さん

が思い付いた質問、コメントをどんどんチャットに書いていただければと思います。あるい

は、最初の質疑が終わった段階で、声出していただいても構いません。 

 それでは、まず第 1 の質問を 3人のパネリストに投げたいと思います。1 番目は「自治体、

企業、市民社会組織のそれぞれの SDGsの進捗の評価、調査の結果から明らかになった 2030

年までの主要課題は何か」という点ですが、その点に関して、まず丸山様からご教授いただ

ければ幸いです。お願いいたします。 

 

丸山 発表の中でも申し上げましたが、取り組み自体は自治体としてかなりやっていると

いう数字は出ていますし、自治体としても、やっていますと思っていらっしゃると思います。

ただ、一旦ここで立ち止まって、しっかり分析をして、何ができていて、何ができていない、

何が必要なのかということは、VLRという形にとらわれなくても私個人としてはいいと思い

ますが、振り返ることが大事かなと思います。その上で、上半期にたくさんつくられた、ネ

ットワークを活用して取り組みの弱い部分はより具体的に、強い部分もさらにもう一歩進

められるような取り組みにつなげられると良いと思います。 

 

村上 どうもありがとうございました。それでは、氏家様、お願いいたします。 

 

氏家 私たちも進捗レポートで経年変化を見ているわけで、SDGs 前半戦では知名度や認知

度が上がって、ある程度、そういうことは達成できた。それは日本のメディアと学校教育の

力と、企業は、社会の公器という企業理念を持っているとことが、SDGs が日本企業に受け

入れられたと思います。SDGsへのメディアの力は非常に大きくて、SDGメディア・コンパク

トに参加しているメディア企業が、世界で 404 社、そのうち日本企業が 220 社入っている

んですよ。 

 また、ここまでで見えてきた SDGs への取り組み課題は、ひとり、1 社だけではできない
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ことがあるということです。SDGsの 17目標は大きな固い塊みたいなもので、これをかみ砕

いていく必要もありますし、みんなが束になってそれにぶつかっていかなければならない。

コレクティブにアクションしていくことが必要になっていると考えます。企業が持ってい

る資本の力を活用して、それを何かに使って加工して社会に役立つものを出力するという、

そういう役割を持っているわけですから、そういう流れが束となって流れをつくっていく

ことが SDGsの目標達成に向けて必要でありましょう。 

 これは企業だけではなくて、企業と市民社会、企業と自治体、そして政府もそうですが、

共通の目的を持っていくことがこれからの課題なのだと思います。企業は資金調達面やマ

ネージメント面、そして情報開示面でサスティナビリティーのガバナンスを持って SDGsに

向けていくことだと思っています。 

 

村上 どうもありがとうございました。今までの前半戦、SDGs の認知度を上げるというこ

とに関して、成功してきた。後半戦では、それを活用いた実際のアクションや、1団体では

できないことを束でやっていくというようなお話がございました。新田様はいかがでしょ

うか。 

 

新田 ありがとうございます。私も束でコレクティブに事例をつくっていく重要性に共感

します。特に調査で明らかになった、先ほどもご報告させていただいた、具体的なサービス

をしている方が市民社会組織としても多いんですね。具体的に政府とか自治体とか企業が、

手が届かない所で、特に制度から抜け落ちている方たちにむけた支援、例えば、これまでの

みんなの SDGsでも実態を明らかにしきたような外国にルーツを持つ人たちにむけた制度や、

支援が圧倒的に日本には足りなくて。市民社会組織の活動が支えているという実態があり

ます。 

 また、自治体間の格差も、自治体内での格差も大変、厳しい。市民社会組織がそこの今、

一つの触媒になったり、支えになったりしているんですけれども、政策提言の形にするにも

技術や力量が必要です。政策提言というよりも、目の前の方たちへのサービスというか、助

けあいというか、目の前の人たちに寄り添うことに一生懸命になっていて、それを届けてい

くっていうところを活動としてできている団体は、本当にごくわずかなんだなっていうの

が、あらためて実態として分かってきたところです。どのように市民活動団体同士の連携も

なんですけれども、今、まさしく皆さまから市民社会組織との連携っていうのは、言葉とし

ては言っていただけているので、ぜひ具体的に連携をして SDGsの達成のために貢献に進め

ていくっていうことは重要だなというふうに思ってます。 

 もう一つは皆さん理解はしているんですけれども、それを組織のアクションっていうん

ですか、個人の理解から組織のアクションにするっていうのに、もう少し細かな具体的な階

段が必要なのかなっていうのを今、議論してるところです、よく SDGsを自分事にしましょ

うというのがキャッチフレーズのように言われるんですけど、私たちは今、「自分事」から



53 

「自分たち事」っていう、自分たちのことっていう、もう一歩、一人一人の行動に落とし込

む段階から、組織だったりグループだったりの活動にアップデートしていく重要性を実感

しており、課題として見えてきています。 

 

村上 ありがとうございました。確かに SDGsっていうのは非常にある種高次な、非常に全

体として見ると抽象度の高い概念ですので、それをアクションに実際に落としていくとい

うのは、個々の市民社会組織にとって大きな課題、それほど簡単なことはないかもしれませ

んね。では、二つ目の質問にいきたいと思います。評価・調査の結果は非常に客観的で説得

力のある材料だと思うんですが、挙げていただいたような主要課題につき、「評価・調査結

果を活用して社会にどのようにアドボケートしていくご予定か」というところをお聞かせ

いただければと思います。それでは、また丸山様からお願いいたします。 

 

丸山 正直、こちらは私たちも今、頭を悩ませております。せっかくツールを作ったので、

ぜひどんどん使っていただきたいなとは思っています。VLRだったり、主に自治体がターゲ

ットですので、未来都市計画だけでなく総合計画も、SDGs に紐付けているという所が、結

構、自治体としては多いように感じています。そういった所の評価で活用いただきながら、、

先ほど新田さんがおっしゃった、自分事として各地域が取り組みができるようなものがで

きていくといいなと思っています。 

 

村上 ありがとうございます。それでは氏家様、お願いいたします。 

 

氏家 国連グローバル・コンパクトは企業を支援する、すなわち企業の力を使って、それを

良い力としていくということであり、質問を企業に対してどのようなアドボケートをして

いくのかということで考えますと、先ほど述べたように、サスティナビリティーのガバナン

スというものを統合的に見ていく必要があると思います。例えば、資金調達面、企業は、資

金をどれくらい SDGs に投入しているかということです。UNDPで SDG Impact Standards が

策定されました。欧州 EUではタクソノミー規則があります。 

 それから、マネージメント面では、企業は市民社会に評価される、投資家にも評価される

立場にあるので、例えば、責任あるビジネスというものを企業格付けされます。それを自分

で振り返って見ていくことが必要です。欧州では環境デューデリジェンス、人権デューデリ

ジェンスの両方を義務付けた指令があります。 

 そして、情報開示面では、投資家、金融から活動そのものがグリーンウォッシュでないよ

うに ESG の開示というものが見られるようになりました。こういうグローバル・ガバナン

ス、もしくはサスティナビリティー全般での企業の在り方を自分たちで見ていく必要があ

ると思っております。 
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村上 どうもありがとうございました。ESG投資については、現在踊り場に来ているような

感じもあり、大変、参考になりました。それでは、新田様、いかがでしょうか。 

 

新田 今回、調査に応えてくださった 1,181団体の皆さまと共に、具体的な活動そのものを

しっかりと提言活動に、そもそもメニューというかバラエティーとして乗せていくってい

うことが、まずは必要なのではないかなというふうに思っています。私たち自身も普段から

提言活動というのは、2016 年から機会あるごとに日本政府に対してですとか、対国会議員

の皆さまに政党に対してとかという形でさせていただいている組織ではあるんですけれど

も、よりご回答を今回いただいた 1,181団体の個別具体的な活動の皆さんと共に、アドボカ

シーできると、より力強い実態、実態というかデータにも伴ったアドボカシーになるなとい

うことを考えているところでございます。 

 

村上 ありがとうございます。それでは、私からの最後の質問です。実際、企業、市民社会

の SDGsの進捗の評価、調査を実施されて、今回プレゼンしていただいたわけですが、ちょ

うど来年、ニューヨークにおけるハイレベル政治フォーラムで、VNR(Voluntary National 

Review)の発表を日本政府が行うことになっています。これに対する提言をいただけないで

しょうか。特に、そのときに、グローバル指標を使うのか、あるいは独自指標を使うのか。

皆さんは独自に指標を設定されて測定し、評価されてるわけですが、そのようなアプローチ

をするべきか、あるいは共通性を重視してグローバル指標を使うのか。また、丸山様からも

ご紹介ありましたけど、SDSN、Sustainable Development Solution Networkの Sustainable 

Development Reportとか、あるいは OECDの Measuring Distance to the SDG Targetsとい

った外部評価でダッシュボードが出てくるわけですが、それでよしとするのか、あるいは独

自の進捗測定を日本政府としてしっかりやるべきなのか。その辺に関して、何か提言をいた

だければありがたいです。では、順番、逆にしまして、新田さんからお願いします。 

 

新田 すいません。油断していました。ありがとうございます。日本政府は SDGsアクショ

ンということで、SDGsの日本政府の政策を取りまとめていました。また、2025年に日本と

しての SDGs進捗をまとめることになっており、その政府の窓口をされている、部局の皆さ

まともぜひ、具体的に対話をさせていただきたいとラブコールを送っています。 

 そのときに、日本政府も実はこの指標、このターゲット、グローバルターゲットに対して、

日本はこういう形で、ここまでは指標が公開できています、ここまでは、ここは、これは先

進国にはそぐわない、そもそもターゲットなので、ターゲットは、指標は公表していません

というような形の、ホームページでも公表されています。SDGs 市民社会ネットワークで、

SDGs 解説本を改変するにあたり、今回もあらためて、もう一度、その日本政府が出してお

られる指標を拝見したときに、パートナーシップっていうところが大事だと言われている

割には、中味はしっかり議論されていないという危険性を感じました。と申しますのも、実
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は目標 17には、19個ターゲットがあるんですけれども、指標のアップデートはされていて

も、練られていないと思っています。もちろん、ODAに関連する数値、インターネットの普

及率の数値など、すでに統計が確立しているものは出されています。しかしながら、いわゆ

るどういうパートナーシップを組んでいることが SDGsに達成に貢献するのかっていうター

ゲットの 17.16とか、17.17に対しては、指標自体にもっと工夫ができるのではないかと思

わざるを得ない状況です。 

 また、政策の一貫性や透明性もターゲットとなっていますが、その指標も、まだまだ日本

政府として、私たちの提言もまだまだ足りないんだと思ってはいるんですけれども、もっと

野心的に作れると思っています。、自治体においても、こんなに細かく数字が出ているのに、

それを日本政府として、もっと取り上げられるものがあるのではないかと思ってしまいま

す。 

 SDGs のこれから、コレクティブインパクトで、もっとより良い達成になるって言えるは

ずなのに、まだそこが取り上げられていないことがあったりですとか、市民社会がたくさん

貢献していると思っている格差とか不平等に対しての市民社会の取り組みっていうものは、

ぜひ提言だったり提案をしていくことによって、日本っていう国はよりパートナーシップ

によって、しっかりと SDGs目標に向かっているよということをご一緒できたらいいのでは

ないかなというふうに思っているところでございます。なので、独自指標を使うというより

は、日本政府自身がしっかりとした指標を、私たちとしては、これですっていうことを政府

としても言っていただけるような私たちのほうからも、よりよい材料をご提供できないか

なというふうに思っているところです。以上です。 

 

村上 ありがとうございました。マルチ・ステークホルダー・エンゲージメントっていうか、

そこら辺をパートナーシップの指標にちゃんと反映させることが必要かもしれませんね。

あと、SDGsジャパンさんがいつも提起されてる貧困率、OECDの相対的貧困率は日本でまだ

採用してないとか、そういう課題もあるかと思います。ありがとうございました。それでは、

氏家様、お願いいたします。 

 

氏家 ご質問がまさに日本政府への提言ということで、本来政府の方が参加してほしい議

論ではありますが、申し上げたいことは、グローバル指標だけでは日本の中の課題は解決で

きないのではないでしょうか。その意味で、昨年 12月、SDGs実施指針が改定されたのです

が、そこに、2025年の VNRと同時に VLR（自発的ローカルレビュー）の作成に支援をすると

書かれています。自治体や地方レベルでの SDGsの自発的ローカルレビューの報告書を、続々

と出てほしいと思います。 

 グローバル指標だけでは、見えない例として二つ挙げたいと思います。例えばゴール 1番、

貧困をなくそう。貧困には、絶対的貧困と相対的貧困があります。何となく絶対的貧困をイ

メージして、日本には関係ないという感覚になってしまう、他人事になってしまうけれど、
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そうではない。 

 多次元貧困というのが相対的貧困にあって、保健の問題とか、教育へのアクセスの問題だ

とか、日常生活の水準でも衛生や水、電気、住宅、資金など、どういう貧困をなくそうと思

うのか、それを具体的に企業がどういう形でビジネスと関係させるか。 

 また SDGsローカル指標について、先ほど、丸山さんもご紹介されていらっしゃいました

けども、例えば「空き家率」のモニタリングというものがあります。これはレジリエントな

都市開発のゴール 11 との関係ですけれども、空き家率がどうなったら良くなるのでしょう

か。目標があるかどうか、それぞれの自治体の状況もありますしし地域の特有の問題もある

かもしれません。モニタリングの対象となるものの、目標がどのようにあるべきかを定めて

いく必要があります。 

 

村上 どうもありがとうございます。確かに、目標、いわゆるベンチマークですよね。例え

ば、バングラデシュのような国でも、ちゃんと目標値、すなわちここを目指してますという

ベンチマークをきっちり決めていて、それに対する進捗を VNRで報告してるのですが、日本

政府の場合は客観的にそれがない点が問題かと思います。それでは、最後に丸山様からお願

いいたします。 

 

丸山 私もグローバル指標と独自指標、どっちに割り切ればいいという話でもないような

気はします。ただ、独り善がりな VNRじゃ意味はないと思っていますし、もちろん市民活動

団体や、企業、自治体の活動が積み上がった結果だと思っています。なので、グローバルな

視点をもちろん無視するというわけではないですが、そこだけに偏って見て、しかも日本全

体を見て、できていますって言っても、自治体としては、「?」って思う所も多分あると思い

ます。 

 しっかりと積み上げた結果として今があるというところを測れるような指標を独自で持

って、かつ OECD や SDSN の順位だけにとらわれず、政府として目標値を持ってモニタリン

グ、進捗管理をしていくべきだと思います。その目標値に向かって、取り組みを進めていく

べきだと思います。SDSNのランキングで 1位を取るために SDGsの活動してるわけではない

と思うので、しっかりと日本として信念を持ってやっていくための、今を見る VNRになると

良いと思います。 

 

村上 どうもありがとうございました。それでは、会場の方から、いろいろ質問、コメント

をいただいてますので、それをご紹介しながら、パネラーの皆さまにご回答いただければと

思います。まず、鶴田様から、「状況を見ると、MDGs に続いて SDGs もゴールに達成しそう

にないというのが明らかになってると言えるのではないでしょうか。残念ながら、そんな感

じですが、持続可能な社会の実現に向けて、どのゴールをどのように仮定するかという選択

が必要になってるように思いますが、いかがでしょうか。」というご質問をいただいていま
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す。この選択という部分ですね。17 のゴールは一体的であって、全て関連しているので、

できそうなところだけチェリーピッキングは基本的になしという話だとは思うんですが、

これに関しては、皆さま、いかがでしょうか。パネラーのかたがたからご自由にご発言いた

だければと思いますが。 

 

氏家 今後の視点では、国連で、いわゆるポスト SDGsの議論ってどのように始まっていく

のかということに興味があります。もちろん、企業は 2030年以降だって、当然ながら操業

しています、そういう意味では、企業そのものサスティナビリティーから見ても、SDGs の

その後は必要だろうというふうに思います。なので、同時に、私たち自身が、自発的にサス

ティナビリティーをどのように標榜していくのかこのような議論を材料にしてポスト SDGs

は始まるのだろうと感覚的に思っています。 

 

村上 ありがとうございます。その他、丸山様、新田様、いかがでしょうか。 

 

丸山 丸山です。確かに、現実を見れば 17のゴールの全部を達成するのは難しいですよね

というのは、私たちのモニタリングでもそうですし、どこでも言われていることだとは思い

ますが、取捨選択して、これはやりませんという選択はなかなか難しいなと思います。それ

ぞれが相関し合っているゴールなので、切ることは難しいかなと思います。ただ、もちろん

リソースが限られているという話も一方ではあると思うので、私の口から、これはやらなく

ていいですとは、なかなか申し上げにくいですが、選択と集中はそれぞれのセクター、それ

ぞれの立場で必要かとも思います。 

 

村上 ありがとうございます。新田さん、いかがでしょうか。 

 

新田 ありがとうございます。SDGs 市民社会ネットワークでは、誰一人、取り残さないっ

ていうことをとても大事にしていまして、氏家さんがアジェンダのパラ 4 をご紹介くださ

っていて、そこにとても共感しているんですけれども、一番取り残しそうな課題だから、最

初に取り組もうっていうことの精神がとても重要で、それの第一義の旗振りは本当は政府

だなっていつも思っているので、私たちの組織は、政府に対して政策提言をしています。市

民社会組織という立ち位置だと、先ほどの調査報告でも分かるように、それぞれの団体はそ

れぞれの一番自分にとって重要な課題の解決をするっていうことをやっていけば、そこが

コレクティブになっていくものだというふうに思うので、何か取り立てて、そういう選択を

するように発言をするべきかどうかっていうのは、皆さまととてもよくご議論する材料に

するのはとても重要かなとは思いました。 

 それを議論すればするほど、課題ってつながっているよねっていうことが、より理解、逆

に深まっていくので、貧困に本気に真剣に取り組めば、私は全体が解決していくと思います
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し、ジェンダーを中心にやっておられる方はジェンダー平等が解決するってこと、SDGs 的

目標達成に到達するってことは全体が解決しているというか、サスティナビリティーに近

づいているっていうことだと思って、皆さん活動しておられるので、私はそのように課題が

より深まって、それぞれの皆さまにご理解いただけるっていうことがつながっていくこと

なのかなというふうに思っています。なので、大事にするのは誰一人、取り残さないんだっ

ていうことに関する理念の共有っていうのは大事なことなのではないかなというふうには

思っているところです。以上です。 

 

村上 ありがとうございました。それでは、残りあと 15 分なんですが、4 つのご意見をチ

ャットにいただいいます。1つはコメント、3つが質問です。その 3つの質問のうち 1つは

丸山さんに特出しで質問、あと二つが全体に対する、ちょっとハードな質問ですので、そこ

ら辺に時間を使っていきたいと思います。まず、コメントは設楽様からいただいて、これは

ご紹介するだけですが、「本日は誠にありがとうございます、SDGsは策定前から関わり、UN

ニューヨークでアミーナ・モハメッドさんにも対話させていただきましたが、国内を含め、

現場で困窮している当事者や支援者が SDGs活用、頼り、現場救済に資するソリューション

が必要ですね。また、貧困についてご指摘ありがとうございます。貧困には移動格差も一般

的に議論に取り上げられていますね」というのがコメントです。コメントですので、ご回答

は不必要かと思います。 

 続きまして、鈴木さんという方から、丸山さんに質問です。１つは企業では人権デューデ

リジェンスの取り組みが進みつつあるように思いますが、自治体における取り組みが進ん

でいないように思いますがいかがでしょうか。2番目の質問は全ての自治体のデータを整理

されることは素晴らしいと思いますが、その場合、データの信頼性は大丈夫でしょうか。ま

た、データで表現できない定性的項目が多々あるように思いますが、そのような自治体の取

り組みはどう評価さているのでしょうかということで、丸山さん、お願いいたします。 

 

丸山 ご質問ありがとうございます。１つ目、人権デューデリジェンスに関してですが、確

かにおっしゃるとおり企業ほど、しっかりと人権デューデリジェンスというものを取り上

げてコミットしているかと言われると、そこだけに特化した話は聞いたことはあんまりな

いです。ただ、最近では、例えば、自治体の公共事業への入札に関して、その評価をするに

当たって、その企業の SDGsの取り組み等を評価して、加点するということをしている自治

体もあります。 

 先ほど、例で出した、豊田市では、企業の認証制度を設けておりまして、企業の SDGsに

関する取り組みを評価して、認証を与えるという取り組みをしています。その認証に、3段

階の認証のレベルに応じて、入札加点であったり補助金を増額したりというメリットを付

けて制度を運用しています。その中で企業ほどではないかもしれないですが、SDGs の一部

として人権デューデリジェンスにも心配りをしているというところかと思います。 
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 2つ目の質問ですが、ありがとうございます。おっしゃるとおりだと思います。今回は基

本的にオープンデータ、自治体が公表しているデータを基に分析をしていますので、その中

に表れてこない草の根的な活動だったり、定性的な評価の面ももちろんあると思います。な

ので、そこは自治体さんが、自分たちの取り組みを、ツールを使って評価をしていく中で、

プラスアルファという形で、そこも含めて評価をされるのがよろしいかと思います。信ぴょ

う性に関しましては、私どもとしては、オープンデータを活用しているので、そこが間違っ

ているかどうかは自治体さんによるかなと思います。そこは合っているものと信じて評価

をしています。ありがとうございます。 

 

村上 ありがとうございました。氏家さんから、チャットいただいてます。公共調達、人権

デューデリジェンスの導入はそれ以外もありますねということで、共通する課題としてあ

りますね。それがエントリーポイントになって、行政自体の職場の人権取り組み、住民の人

権への取り組みに広がっていければいいと思いますし、企業と自治体で相互に学び合うと

いうこともあり得るのかと思います。2つ大きな質問が残っていまして、1 つは、以前この

オンラインセミナーとかご登壇いただいた古沢広祐先生から、「今後に向けての課題は世界

レベル、国レベル、地域レベルではかなり違います。また、課題、テーマ、分野でもかなり

異なります。一度、答えられてはいますが、あらためて今後に向けて、世界レベルの課題と

取り組み、国レベル、地域レベルでどう考えますでしょうか。」かなりビッグクエスチョン

でありますが、いかがでしょうか。 

 

氏家 ご質問を SDGs として見るのか、それともビジネスの文脈での市場の問題として見る

のかで、表現が違ってくると思いますが、後者として見たいと思います。企業は経営に対す

る理念を持ってビジネスしてるとわけで、それは世界レベル、国際レベルの市場においても、

国の中においても、もしくは町の中の取引においても、企業の持つ理念というものは一緒だ

と思うんです。ただしルールが違ってくる。日本の中で売り買いするのには商売のルールは

一緒ですけども、世界で売り買いするときには、それぞれのルールが違ってくる。私たちが

求める共通の理念は公平性というか、公平な社会を実現するという意味での「レベルプレイ

ングフィールド（公正な競争条件）」、こういうものを求めていくと。 

 すなわち、不正をして何か自分が得するではなく、世の中にある異なるルールを超えて同

次元にして、そういう中で市場を形成していきましょうと。ある意味それも SDGsゴール達

成のイメージでしょうし、企業の努力においては考え方は同じにしようとしていると思い

ます。 

 

村上 ありがとうございます。自治体あるいは市民社会の視点から、いかがでしょうか。 

 

新田 SDGs 市民社会ネットワークではというお答えになってしまって恐縮なんですけれど
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も、私たち自身は SDGsっていうことを、それは国連がもちろん最終取りまとめをしてくだ

さっているという考え方からすると、世界レベルって言われたときに、私たちはもう一つ大

きな、しっかりとした提言をしていったり対話をしていくツールとして、G20 とか G7 って

いう世界の意思決定とか政治的意思みたいなものが働いているときに、市民社会そのもの

の考え方とか声を世界の人たちとつながりながらしっかりお伝えしていきたいというよう

な形の提言書を世界の皆さんとつながってまとめていたります。 

 例えばですけれども、G7 が去年、広島で行われたときに、私たちとして世界の市民社会

の皆さんにも働き掛け、呼び掛けて、新たにワーキンググループのような形でテーマを設定

したのは核廃絶っていうことに、どれだけ皆さんと一緒にいろいろな人たちと言っていけ

るのかということで、それは SDGsというものが持続可能なしっかりした社会になっていく

っていったときに、そこは避けて通れない道なのではないかっていうことも併せて提言を

しています。どういう向き合い方、付き合い方、紛争みたいなものとの向き合い方っていう

のもあると思うんですけれども、そういうものは世界レベルで議論していくときには欠か

せないと思います。 

 それは本来であれば国レベルの中でも、とても重要だと思ってるんですけれども、国レベ

ルといったときに、私たちが最近、最近というか重視しているのは、地域間格差みたいなも

のが同じ国っていっても相当違うっていうことは、自治体の中でも、もちろん出てきておら

れると思うんですけれども、そういうものをどれだけ丁寧に国レベルっていったときに、1

枚ものにしてしまわないで、多様であるという価値自身っていうんですかね、多様であると

いう価値自身をしっかりと提言していくっていうことが国レベルでは重要なのではないか

なというふうに思ってます。そういう意味で、地域レベルっていう意味では、その方たちが

しっかりと声が上げられるっていうことが、地域レベルで私たちとしては求められている

ことかなというふうに考えて活動をしているところでございます。回答になってるか分か

らないですけれども、新田はこのように考えております。 

 

村上 ありがとうございます。市民社会が地域レベル、国レベル、世界レベルそれぞれでア

クションポイントとネットワークを持っているという状況をご説明いただき、非常に勇気

づけられました。また格差の問題ですね。それにフォーカスしていって、声を上げる、要す

るに、声を拾い上げている役割についてもご指摘いただきました。丸山さんは自治体の視点

からいかがでしょうか、。 

 

丸山 おっしゃるとおりだと思います。各レベルで抱えている課題や考え方も違うと思う

ので難しいところですが、ただ、自治体の視点から見ると、世界レベル、国レベルで、もち

ろんそこの横のつながりは大事だと思いますし、そこの縦のつながりも大事だと思います。

ただ、そこの中で議論されたものは、ブレークダウンされて、最終的には地域レベルまで落

とし込めると思います。 
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 なので、そのまま世界レベルの議論を自治体に丸投げしても、それは現実的ではないです

し、それは無理ですよと自治体も思うと思うんですが、切り刻んで、突き詰めていけば、自

治体の取り組みが積み上がった結果、世界へのトリガー、解決のきっかけになっていくもの

だと思います。それぞれのステージで横につながりを作りつつ、各レベルへ落とし込んでい

くっていうことが一つ大事じゃないかなとは思います。 

 

村上 どうもありがとうございました。それでは、最後の質問なんですが、松本様から質問

いただいており、SDGs 達成に構造的暴力はどのように影響を及ぼしており、それらにどの

ように対処していくか議論されていたらご紹介してくださいということですが、松本さん

に質問なんですが、この構造的暴力というのは、例えば、ウクライナ戦争とか、あるいはガ

ザ紛争みたいなことを意味していますか。それともグローバルノースがグローバルサウス

を構造的に搾取してるとか、そういう話をされてますか。松本さん、声、出せたらお願いし

ます。松本さん、いらっしゃいませんか。 

 

松本 広い意味でどちらも含んでもいると思うんですけども。 

 

村上 そうですか。ありがとうございます。そしたら、パネラーのかたがたからご回答いた

だければありがたいです。 

 

氏家 構造的暴力の課題、平和構築。平和でない状況に陥ってしまっているということは、

SDGs 達成に大きな影響を与えていると思います。ロックストロームのウエディングケーキ

モデル見ても明らかなように、SDGs のゴールの構造は、環境があって、社会があって、そ

の上に経済ですから、ビジネスは平和でなければ成り立たないっていうことです。逆に言う

と、成り立つ状況にしていこうというのも、私たちのもくろみにするべきだと思います。 

 それを考えると、ビジネス側で構造的暴力にどうやって立ち向かうのかということで、私

たちの商売が戦争に使われないようにすること。加担しないようにすることが方法です。そ

して、速やかに悪い状況から復旧するときにもビジネスの資源を使って立て直していこう

ということも役割です。そんなところにビジネスとしてのアプローチがあるのではないか

なと思っています。 

 

村上 ありがとうございます。新田さん、丸山さん、もしあればお願いします。 

 

新田 新田です。構造的暴力といったときに、市民社会としては人権の問題がとても重要だ

と思います。構造的暴力に対して、一人一人の人が声を上げられる環境とか場みたいなもの

をどれだけ作っていけるか、またその環境や場で、安全性をもって、対話できるかというこ

とは、とても重要だと思っています。なので、今、制度とか仕組みとかは、一見、どんどん
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整っているように考えがちですが、具体的に、課題を抱えたときに、これが構造的暴力だと

俯瞰して考えられる人は一握りだと思いますので、まずは、自分が、おかしいとか、変だと

感じたときに、忖度せずに、言えるかどうか、そんな環境や場があるかと、自問するところ

から始めるしかないかと思っています。市民社会組織は、それらの場や環境をつくったり整

えたりする一つの社会として機能していきたいと思っていますし、それは、ベースが、人権

だということが共通理解として認識していてほしいです。 

 

村上 ありがとうございます。最後に丸山さん、お願いします。 

 

丸山 ありがとうございます。もちろんネガティブな影響はあると思いますし、自治体でい

けば、構造的暴力をそもそもよしとしていることが良くないとは思いますが。例えば、貧困

を一つ取っても、いろんなアプローチがあると思いますし、愛知県ですと、特に外国人住民

が、多い地域ですので、外国人の方との多文化共生など、構造的暴力という大きなくくりと

いうよりは、一つ一つの事象に対して行政として一体となって対応していくことは必要で

すし、そもそもそれは多分、地方自治体の SDGs関係ない責務だとは思います。 

 

村上 丸山さん、ありがとうございました。時間となりましたので、そろそろ終わりたいと

思います。最後にチャットで１つ質問いただいてて、SDGs のシステムで検討していただく

ことも大切ですが、どのような思いで取り組んでいくのかも SDGsも一つの手法として役立

つと考えますが、皆さんの見解はということで、これは宿題として持ち帰りたいと思います。

時間になりましたので、申し訳ありませんが、これで終わりたいと思います。では、宮城さ

んにマイクお返しします。ありがとうございました。 
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閉会あいさつ 

 

宮城 登壇者の皆さま、ありがとうございました。それでは最後に JANNET 原田さんより、

閉会のごあいさつをお願いいたします。 

 

原田 ありがとうございます。お疲れのところ、最後に数分間だけごあいさつをさせていた

だきます。この非常に幅広い内容のセミナーの最後の発言を、きょうは障害分野からやって

みないかということで、いわば各論の立場から発言させていただいています。障害分野 NGO

連絡会（JANNET）は、障害分野で国際協力を行う幅広い 24の団体が参加をしています。ま

た、私自身は障害当事者ではありませんが、JANNET 以外にも障害者の団体や障害者を支援

する専門職の方との連携を進める仕事もしています。 

 私たちは障害分野でさまざまな取り組みをしていますが、私たちが日頃取り組んでいる

中で、SDGs の目標や指標をどういうふうに意識しているかといえば、正直言って、なかな

か意識できていないというのが実態かと思うんですね。 

 例えば、「きょう私はひどい虐待を受けました」とか、「明日のヘルパーをどうやって見つ

けようか」とか、「障害を持ちながらどうやって働いて賃金を得よう」とか、「これから会議

があるけれど手話通訳をどうやって付けようか」など、自分たちにとっての待ったなしの課

題に取り組むときに、SDGs のことを真っ先には思い付かないという現状があります。SDGs

を「自分事」や「自分たち事」とし切れていないということかと思います。ひょっとして、

障害者以外の、他のさまざま分野でも、同じような感想を持たれているのかもしれません。 

 先ほど新田さんのご報告の中に、障害者に関わる活動をしている人は、SDGs の目標の中

で、とりあえず健康とか福祉とかという目標に取り組んでいますと答えるというお話があ

りました。でも、本当は他のこともやってるんじゃないの、と問われれば、実際やってると

思うんですね。まちづくりはもちろんですし、教育のことや就労のこと、それから貧困も大

きなテーマです。ただ実際の取り組みは、SDGs の目標とはどこか乖離した中でやっている

のが実情なのだと思います。これはどうしてかなと考えると、いろいろ理由はあると思うん

ですけども、一つは障害者の課題が、例えば、教育だとか就労だとか、そういった分野の主

流の議論になかなかなりえていない、ということがあります。だから、SDGs のような大き

な枠組みの中で、自分は教育をメインに取り組んでいるよとは、言いづらいと感じてしまう

のかもしれません。 

 私たちは、障害者にとっての教育は、いわゆる特別支援教育だけじゃなくて、学校なら学

校の教育全般を、どのように共に学ぶものにしていくか、ということで取り組んでいるんで

すけれども、なかなか特別支援教育以外には、学びの場が広がっていかない実情があります。

障害者の教育は、中央教育審議会のメインの議論にはなりづらいわけですね。防災について

も同じことが言えると思います。私たちは、防災全般をインクルーシブにしたいと思ってい

るんですけれども、なかなか中央防災会議だとか、地方防災会議に、障害分野の者を招いて
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もらう機会は少なくて、障害者にとっての防災は、もっぱら福祉部局と連携した避難行動要

支援者などの枠組みで取り扱われることが多いです。それ自体は大事なものではあります

が、するとそれは、はたして防災の取り組みなのか、福祉の取り組みなのか、という自問自

答をしながらやっているのが実情です。 

 どんな分野の取り組みであっても、人がすることである以上、障害のある人との接点は必

ずあるはずです。そうした意識をどうやって広げていこうか、さらにはそれぞれの取り組み

に障害者の観点をどう含めていこうかというのは、大きなテーマとしていつも取り組んで

います。なかなか難しいんですけれども、そこを突破するには、SDGs の枠組みは有効では

ないか、役に立つんではないか、という期待は今でも持っています。 

 きょうのように幅広いテーマの下にこれだけ幅広い分野の方が集う場というのは、なか

なか SDGs以外では考えにくいですよね。その中で、今日、こうして障害分野のことをお話

しさせていただけるのは、得難い機会です。SDGｓを、なかなか「自分事」にはできていな

いけれども、期待はある、というのが私たちの立ち位置かなと思います。普段は孤立しがち

な私たちの課題を、どのように社会全体の大きな目標と連動させて、全体を目標に向けて進

めていけるのか、引き続き、SDGsという枠組みを通じて考えていきたいと思っています。 

 きょうは、冒頭でもご案内しましたが、このセミナーに手話と字幕を付けました。字幕は

障害者以外の方にも役立つことがあると思いますが、ぜひこうした取り組みを、本日ご参加

いただいた皆さんにも広く知っていただき、今後とも応援をいただければ幸いです。引き続

き SDGsの枠組みを通じて、それぞれの分野がお互いに理解を深め、目指す目標にご一緒に

近づいていけるよう、知恵を出し合っていければと思っています。本日はご参加をいただき、

ありがとうございました。 

 

宮城 原田さん、ありがとうございました。予定していた時間を過ぎてしまったのですが、

事務連絡とご案内があります。まずは、今チャットに投稿しましたアンケートにご協力よろ

しくお願いします。続いて新田さんからお願いします。 

 

新田 チャットにも書かせていただいたんですけど、8 月 26 日に 7 月にハイレベルポリテ

ィカルフォーラムっていう VNRをいろいろな国が行うものも、今年も行われていまして、そ

れに参加したメンバーの報告会を実施します。来年 2025年にハイレベルポリティカルフォ

ーラムで日本政府も VNR を発表するって言っているので、それのヒントにもなるかと思い

ますので、もしよろしければご参加いただければと思います。完全にオンラインで実施しま

すので、皆さま、どこからでも聞いていただけるので、ぜひよろしくお願いします。 

 

宮城 本日は皆さま、ご参加いただき、ありがとうございました。これにてみんなの SDGs・

SDGs 市民社会ネットワーク・障害分野 NGO 連絡会共催セミナーを終了いたします。ありが

とうございました。(了) 


